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 第 2 次世界大戦後，国民党が大陸から撤退してきて以来，台湾では国民党による独




































































                                            
1 若林[1992: 212]を参照。 
2 以下，1990 年代初めまでの個々の公害紛争，自力救済事件については，寺尾[1993]，陳[1999]
等を参照。 
3 呉介民[1990: 57]はこのような集団的抗議行動を「社会抗議」と呼び，1983 年から 1988 年ま
での発生件数をその内容別にまとめている。「環境」に関わる社会抗議は，この間に 582 件を
数え，全体の約 20％を占めている。また，その件数は 1980 年代後半に急激に増加している。
蕭新煌他[1988]，張茂桂他[1992]も 1980 年代の自力救済による公害紛争を包括的に取り上げて
いる。 































































 国営中國石油が，エチレン生産能力年間 40 万トンの第 5 ナフサ分解プラントを高雄
製油総廠敷地内に建設する計画を発表したのは 1986 年 7 月であった。同工場内にある
第 1，第 2 プラントの老朽化に対応した増設計画で，当初の計画では 1992 年に完成す
る予定であった。しかし，1986 年末周辺住民が五軽建設に対する反対運動を始め，戒




は工場の正門を 1990 年秋まで約 2 年間にわたってバリケードで封鎖し続けた。 
 1990 年 5 月 6 日に高雄煉油総廠周辺の後勁地区で行われた五軽建設の賛否を問う住




1987 年に住民の建設反対運動が始まって以来この時までに，すでに約 40 億元を後勁
地区の公共施設などに支出し，さらに経済部と中國石油とで約 10 億元の補償基金を設
立していた。 
1990 年 9 月，経済部は周辺住民や野党民進党の反対を押し切って，建設の見切り発
車を認めた。計画から着工まで 4 年を費やした。1968 年に建設され老朽化した第 1 ナ
フサ分解プラントは，汚染源として周辺住民に被害を与えていたが，五軽の着工と同
時に停止された。五軽は投資額 153 億元にのぼる大規模プロジェクトである。公害防












 国営中國石油の林園工場を中心とした高雄縣の林園石化コンビナートで，1988 年 9
月，大雨により汚水処理場の貯水漕から汚水が漏出する事故が発生した。汚水貯水漕
の容量が過小であることが原因であった。被害を受けた周辺 7 村の住民，養鰻業者ら











                                            









れば，1982 年から 1988 年までに発生した反汚染自力救済運動 108 件の事例の中では，































































                                            














































































台湾で 1980 年代初めから頻発した公害紛争は，コースが提示した「法と経済学（Law 
and Economics）」の枠組みの中ではどのように解釈されるであろうか8。 






























                                            
8 Tang and Tang [1997]も，台湾の反公害運動の取引費用を用いた分析を試みている。 














































年 7 月 15 日に解除された。1988 年に蒋経國の死去を受けてはじめて台湾人の李登輝
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11 自力救済による公害紛争は 1990 年代前半には減尐していくが，まったく消滅するわけでは
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